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弧書・４５４ 条 ３ 項括弧書。旧商法 ２９３ 条参
照）および残余財産分配請求権（５０４ 条 ３ 項
括弧書）も有しない。全部取得条項付株式の
取得に際して会社自身に対して取得対価を割
当てることは出来ず（１７１ 条 ２ 項括弧書）、
また、取得条項付株式の場合には、一定の事
由が発生しても、会社には対価は交付されな





























































































１項３号括弧書・３項括弧書・７５３ 条 １ 項 ７
号括弧書・Ⅲ括弧書・７６３ 条 ５ 号括弧書・
７６５ 条 １ 項 ５ 号括弧書）、この理は、株式交
換の際に完全親会社が有していた完全子会社
の株式に対する株式の割当てにも当てはまる





















２１ 項 ５ 号）の場合（なお、いわゆる有償無

























新株予約権の発行の場合（２０２ 条 ２ 項括弧
書・２４１ 条 ２ 項括弧書）および株式・新株予
約権の無償割当ての場合にも（１８６ 条 ２ 項・
２７８ 条 ２ 項）、会社は割当てを受ける権利を
有しない。会社は新株予約権を行使して株式
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